
子どもの医療費助成　全国ワーストクラス
　医療費負担が原因で受診抑制がおきています。19すべての市町は子どもの医療費
助成を独自に上乗せしています。県は１６年間、助成対象年齢を据え置いたままです。

介護保険料３年ごとに値上げ
１０月から消費税１０％増税を県民へ転嫁
　動物園の入園料、県立美術館や歴史博物館の入館料を値上げ

開発型の大型公共事業が目白押し
金沢港整備に８７０億円
　産業競争力強化や、大型クルーズ船の受け入れ機能強化の名のもとに莫大な公
共投資を続ける金沢港の整備事業。岸壁の再整備や、しゅんせつ護岸工事などの
受注は大手の専門企業が主流です。

不要不急の公共投資
金沢港の夜間ライトアップ！
　来年度は港湾整備費４０億円かける計画。そのなかには港の夜間ライトアップ
２億４千万。港の機能強化のために必要でしょうか、不要不急の公共投資です。

森本・富樫断層による地震災害への防災計画を拡充
・学校・公共建築物の耐震化、通学路の危険ブロック塀など撤去・改修、福祉避難対策

橋の耐震化・河川整備の推進
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２．４億円
窓口完全無料に

県市町で４９億円

税金の使い方をくらし応援型にきりかえるだけです。県政にやる気があれば、すぐにできる提案です。

くらし福祉を最優先に
抜本的な組み替えを

提案します。

●不要不急の大型公共事業費など
来年度予算5,580億円の組
み替えを提案します。
総額1％組み替え→55億円

●自由につかえるためこみ基金
財政調整基金110億円

●使い方の見直しを求める基金
県有施設基金454億円
上記の基金は、県民財産の売却
収入を積み立てたもの。見直しを
行い、福祉・教育、防災対策など
への充当も可能にすべきです。

財源はあります

税金の使い方をきりかえれば すぐに実現できます
市民の運動と共同を広げ頑張ります

件　　名 共産 自民 公明 未来 ＷＩＬＬ

学校給食の無料化をもとめる請願　（H30/12 月議会） 〇 × × × ×

国に、「消費税増税の中止」を求める請願　（H30/12 月議会） 〇 × × × ×

国保・子どもの均等割の軽減を求める意見書　（H29/ ２月議会） 〇 × × × ×

切実な住民の願いに背をむける、こんな態度でいいのでしょうか　請願・意見書を否決　　　〇賛成　×反対

地方自治体の本来の仕事は「福祉の向上」。県議会議員の一番の仕事は県民の声、願いを県政に届け、
税金の使われ方をチェック。無駄づかいをなくし、くらしを良くすることです。

県民のくらし応援に
冷たく、大型開発に

熱中

日本共産党は無駄使いや県民への負担増にはキッパリと反対。
県民にとってよいことは賛成します。賛否の態度は反対討論で理由を述べ、

4年間の知事提出議案の7割以上賛成しています。
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年金が減り、毎日のくらしが不安老後を安心してくらせるように

子どもの
笑顔あふれ、
仕事と子育てを
両立できる街に

お金の心配なく

学校に通って学び
たい

県 議 選
４月７日くらしの願いに応える県政へ
住民の願いを届け、くらし守る力をしっかり発揮

■高校の普通教室に冷房設備を設置
　  父母負担をなくし、冷房未整備23高校235教室への設置が
　  予定されています。

■住宅耐震改修工事の補助制度を実現
■IRいしかわ鉄道の通学定期代　５年間据え置きを実現
　   通勤通学の利用者や父母の声を届けて実現。たいへん喜ばれています。

■高すぎる県水料金と一般家庭の使用料金値下げ　
　   市町の議員、県民の運動と力あわせ、高い県水料金を引き下げ、市町負担を軽減しました。

県民からの請願紹介議員となった件数
日本共産党がダントツのトップ！

　（2011年５月議会～ 2018年12月議会）

自民・公明会派は議会提出の請願９割近くに反対しています。

共産党議員
１62件

(87%)
他会派議員

24件
(13%)

来夏までに実施予定

県議会議員

子どもの医療費１８歳まで
・県の助成を拡充すれば、「金沢市の中学卒業まで」を、「１８歳まで」に拡大すること

ができます。
・白山市、小松市など、県内１２市町が１８歳まで完全無料です。

学校給食の無料化へ
・県内では、中能登町、志賀町は第2子以降無料、加賀市は２人目以降が一部無料です。

住宅リフォーム、商店リフォーム助成で仕事と雇用を確保。
高齢者の買い物、通院の足を守り、市町のコミュニティバス事業
を支援
・市町のコミュニティバス路線の拡充を支援し、高齢者が安心して出かけられる街に。

大学・専門学生むけの給付型奨学金制度を県独自に創設
引き続き、IRいしかわ鉄道の通学定期代の据え置き

ここが問題
県政と県議会

自民・公明会派の議員が
８割しめる県議会

　　　していませんか
土木費 民生費

全国 12 位 35 位

逆立ち

県の助成制度通院年齢の変化
2006 年２月 2016 年度

石川県３歳未満 ➡ ３歳未満

群馬県２歳 ➡︎ 中学卒業まで

福井県２歳 ➡ 小学３年生まで

長野県３歳 ➡ 就学前まで

2000 年　

2,940 円 

2018 年　

6,330 円 

65歳以上の介護保険料（基準月額）
２．２倍

近くの負担

佐藤まさゆき


